
CC1：自己資本の構成に関する開示　（三菱UFJフィナンシャル・グループ） （単位：百万円、％）

普通株式等Tier1 資本に係る基礎項目
普通株式に係る株主資本の額 14,275,262 14,474,155

うち、資本金及び資本剰余金の額 2,911,790 2,911,886
うち、利益剰余金の額 11,998,157 11,937,436
うち、自己株式の額（△） 451,288 375,168
うち、社外流出予定額（△） 183,396 -
うち、上記以外に該当するものの額 - -

普通株式に係る新株予約権の額 - -
その他の包括利益累計額及びその他公表準備金の額 2,565,114 3,212,414 (a)
普通株式等Tier1資本に係る調整後非支配株主持分の額 226,473 215,916
普通株式等Tier1 資本に係る基礎項目の額 （イ） 17,066,851 17,902,486

普通株式等Tier1 資本に係る調整項目

1,263,517 1,280,975

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 491,277 455,101

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係る
もの以外のものの額

772,240 825,874

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 4,699 4,851
繰延ヘッジ損益の額 △ 130,663 96,154
適格引当金不足額 - -
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 16,033 15,944

5,098 2,848

退職給付に係る資産の額 960,082 896,182

12,233 5,529

意図的に保有している他の金融機関等の普通株式の額 - -
少数出資金融機関等の普通株式の額 - -
特定項目に係る十パーセント基準超過額 1,111,936 605,025

うち、その他金融機関等に係る対象資本等調達手段のう
ち普通株式に相当するものに関連するものの額

1,111,936 605,025

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに
係るものに限る。）に関連するものの額

- -

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関
連するものの額

- -

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 - -

うち、その他金融機関等に係る対象資本等調達手段のう
ち普通株式に相当するものに関連するものの額

- -

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに
係るものに限る。）に関連するものの額

- -

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関
連するものの額

- -

その他Tier1 資本不足額 - -
普通株式等Tier1 資本に係る調整項目の額 （ロ） 3,242,938 2,907,513

普通株式等Tier1 資本
普通株式等Tier1 資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ） 13,823,912 14,994,972
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国際様式の
該当番号

項目 2022年3月末

その他Tier1 資本に係る基礎項目
31a その他Tier1 資本調達手段に係る株主資本の額 - -
31b その他Tier1 資本調達手段に係る新株予約権の額 - -
32 その他Tier1 資本調達手段に係る負債の額 1,534,000 1,784,000

- -

その他Tier1 資本に係る調整後非支配株主持分等の額 155,662 153,214

- -

うち、銀行持株会社及び銀行持株会社の特別目的会社
等の発行する資本調達手段の額

- -

うち、銀行持株会社の連結子法人等（銀行持株会社の特
別目的会社等を除く。）の発行する資本調達手段の額

- -

その他Tier1 資本に係る基礎項目の額 （ニ） 1,689,662 1,937,214
その他Tier1 資本に係る調整項目

自己保有その他Tier1 資本調達手段の額 2,892 5,120

- -

少数出資金融機関等のその他Tier1 資本調達手段の額 - -
その他金融機関等のその他Tier1 資本調達手段の額 34,395 25,958
Tier2 資本不足額 - -
その他Tier1 資本に係る調整項目の額 （ホ） 37,287 31,078

その他Tier1 資本
その他Tier1 資本の額（（ニ）－（ホ）） （ヘ） 1,652,375 1,906,135

Tier1 資本
Tier1 資本の額（（ハ）＋（ヘ）) （ト） 15,476,287 16,901,108

Tier2 資本に係る基礎項目
Tier2 資本調達手段に係る株主資本の額 - -
Tier2 資本調達手段に係る新株予約権の額 - -
Tier2 資本調達手段に係る負債の額 1,730,727 1,744,871
特別目的会社等の発行するTier2 資本調達手段の額 - -
Tier2 資本に係る調整後非支配株主持分等の額 89,900 86,847

- 264,997

うち、銀行持株会社及び銀行持株会社の特別目的会社
等の発行する資本調達手段の額

- -

うち、銀行持株会社の連結子法人等（銀行持株会社の特
別目的会社等を除く。）の発行する資本調達手段の額

- 264,997

586,182 403,714

うち、一般貸倒引当金Tier2 算入額 364,246 355,988
うち、適格引当金Tier2 算入額 221,936 47,725

Tier2 資本に係る基礎項目の額 （チ） 2,406,810 2,500,431
Tier2 資本に係る調整項目

自己保有Tier2 資本調達手段の額 9,150 13,082

- -

- -

- -

15,290 16,884

Tier2 資本に係る調整項目の額 （リ） 24,441 29,966

少数出資金融機関等のTier2 資本調達手段の額及びその他
外部TLAC 関連調達手段の額

54a
少数出資金融機関等のその他外部TLAC 関連調達手段のう
ち、マーケット・メイク目的保有TLAC に該当しなくなったものの
額

その他金融機関等のTier2 資本調達手段の額及びその他外部
TLAC 関連調達手段の額
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CC1：自己資本の構成に関する開示　（三菱UFJフィナンシャル・グループ） （単位：百万円、％）

別紙様式
第十四号（CC2）

の参照項目
2021年12月末

国際様式の
該当番号

項目 2022年3月末

Tier2 資本
Tier2 資本の額（（チ）－（リ）） （ヌ） 2,382,369 2,470,464

総自己資本
総自己資本の額（（ト）＋（ヌ）） （ル） 17,858,656 19,371,573

リスク・アセット
リスク・アセットの額 （ヲ） 124,914,250 117,116,709

連結自己資本比率及び資本バッファー
連結普通株式等Tier1 比率（（ハ）／（ヲ）） 11.06% 12.80%
連結Tier1 比率（（ト）／（ヲ）） 12.38% 14.43%
連結総自己資本比率（（ル）／（ヲ）） 14.29% 16.54%
最低連結資本バッファー比率 4.01% 4.01%

うち、資本保全バッファー比率 2.50% 2.50%
うち、カウンター・シクリカル・バッファー比率 0.01% 0.01%
うち、G-SIB/D-SIB バッファー比率 1.50% 1.50%

連結資本バッファー比率 4.39% 7.70%
調整項目に係る参考事項

1,110,568 1,212,049

1,493,666 1,560,049

12,935 12,253

325,451 182,903

Tier2 資本に係る基礎項目の額に算入される引当金に関する事項
一般貸倒引当金の額 397,011 372,843
一般貸倒引当金に係るTier2 資本算入上限額 364,246 355,988

221,936 47,725

適格引当金に係るTier2 資本算入上限額 351,974 353,548
資本調達手段に係る経過措置に関する事項

適格旧Tier1 資本調達手段に係る算入上限額 - 165,753

- -

適格旧Tier2 資本調達手段に係る算入上限額 - 264,997

- 5,572

※ １ 平成18年（2006年）金融庁告示第20号（以下、「告示」という。）第8条第12項ただし書きの規定に基づき金融庁長官の承認を受けた
資本調達手段は、告示第8条第8項各号に定める額並びに第9項第1号及び第10項第1号に掲げる額の算出の対象から除外してお
ります。2013年3月31日から2023年3月30日の期間（ただし2019年3月31日以降は対象金額が毎年20%ずつ逓減）に限る承認であ
り、2022年3月末は372,979百万円が該当しております。

64

適格旧Tier1 資本調達手段の額から適格旧Tier1 資本調達手
段に係る算入上限額を控除した額（当該額が零を下回る場合
にあっては、零とする。）

85
適格旧Tier2 資本調達手段の額から適格旧Tier2 資本調達手
段に係る算入上限額を控除した額（当該額が零を下回る場合
にあっては、零とする。）
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内部格付手法採用行において、適格引当金の合計額から事業
法人等向けエクスポージャー及びリテール向けエクスポー
ジャーの期待損失額の合計額を控除した額（当該額が零を下
回る場合にあっては、零とする。）

その他金融機関等に係る対象資本等調達手段のうち普通株式
に係る調整項目不算入額
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無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに
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